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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期

第３四半期連結
累計期間

第29期
第３四半期連結

累計期間
第28期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （千円） 3,645,107 4,005,619 4,436,098

経常利益 （千円） 235,800 247,241 254,116

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 162,952 182,958 171,431

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 162,952 183,064 167,922

純資産額 （千円） 1,048,208 1,225,869 1,053,177

総資産額 （千円） 6,271,513 8,406,494 6,444,926

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 39.28 44.10 41.32

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 16.7 14.6 16.3

 

回次
第28期

第３四半期連結
会計期間

第29期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 9.29 14.09

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　　　　４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

２【事業の内容】

　第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や金融政策による円安・株高の定着を背景に

企業業績は緩やかな回復基調を維持しました。個人消費については一昨年４月の消費税増税や日用品等の物価上昇

の影響がみられ、消費支出は減少し、先行きの不透明な状況となりました。

　また世界経済においては中国の景気減速、アメリカの金融正常化および原油価格の下落等が注目されており、基

調の変化に留意すべき経済動向となりました。

　このような経済状況のもとで、当社グループは、収益構造の強化を目的とし、各事業部門の利益確保を意識した

収益管理をより一層徹底し、グループ全体の業績向上を目指してまいりました。

　その結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高4,005,619千円（前年同期比9.9％増）、営業利益

297,953千円（同3.0％増）、経常利益247,241千円（同4.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益182,958千

円（同12.3％増）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①不動産事業

　不動産任売事業が牽引し、売上高、利益の確保に貢献いたしました。また競売落札事業においては在庫資産の

効率化が継続され業績の伸長へとつながっております。不動産仲介やリフォームの取扱数も増加し不動産事業の

幅を拡げております。その結果、当第３四半期連結累計期間における不動産事業の売上高は2,724,775千円（前

年同期比15.0％増）、セグメント利益220,767千円（同7.9％増）となりました。

②マンション管理事業

　分譲マンションを中心としたマンション管理事業を行っております。今後も企業基盤の強化を図り、抜本的な

インフラの再構築をすすめるとともに、新しいマンション管理の受託を目指し企業基盤の強化を図ってまいりま

す。

　当第３四半期連結累計期間におけるマンション管理事業の売上高は843,328千円（前年同期比1.5％増）、セグ

メント損失5,883千円（前年同期はセグメント損失5,188千円）となりました。

③賃貸事業

　当社グループが保有する賃貸等不動産による賃料収入事業と、マンション管理物件の賃貸仲介事業など、グ

ループの営業資産を基にシナジー効果を最大限発揮し、収益につなげる事業を拡大して行っております。また一

般管理物件の賃貸管理戸数の増加による更なる基盤強化を図っております。

　当第３四半期連結累計期間における賃貸事業の売上高は428,356千円（前年同期比10.3％増）、セグメント利

益115,340千円（同16.6％増）となりました。

④ソフトウェア事業

　パッケージソフト販売部門においては、既存パッケージソフトウェアのiPad版のリリースなど商品ラインナッ

プの強化が推進されました。また顧客サービスを充実させるためパッケージソフトウェアの操作指導（スクー

ル）やサポートセンターによる既存ユーザーへの電話サポート、バージョンアップ案内等の保守関連にも注力し

ております。

　当第３四半期連結累計期間の売上高はマイクロソフト社のＯＳ「WindowsXP」の保守終了に伴う企業のパソコ

ン買替需要の終息の影響を受け104,449千円（前年同期比26.0％減）、セグメント利益2,628千円（同92.9％減）

となりました。

⑤ファイナンス事業

　事業者向け不動産担保貸付を主として行っております。

　当第３四半期連結累計期間は融資案件の増加により、売上高は31,648千円（前年同期比134.9％増）、セグメ

ント利益20,006千円（同124.0％増）となりました。

⑥その他の事業

　子会社からの経営指導料及び事務委託手数料により、当第３四半期連結累計期間の売上高は166,875千円（前

年同期比1.0％増）、セグメント損失51,968千円（前年同期はセグメント損失37,547千円）となりました。
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(2）財政状態の分析

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における流動資産は4,866,065千円となり、前連結会計年度末に比べ1,863,232千円

増加いたしました。これは主に現金及び預金が417,705千円、販売用不動産が144,408千円、仕掛販売用不動産が

1,222,989千円、営業貸付金が81,700千円と、それぞれ増加したことによるものであります。固定資産は3,536,382

千円となり、前連結会計年度末に比べ104,913千円増加いたしました。これは主に建物及び構築物が60,848千円減

少し、土地が184,610千円増加したことによるものであります。

　この結果、資産合計は8,406,494千円となり、前連結会計年度末に比べ1,961,568千円増加いたしました。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における流動負債は3,853,953千円となり、前連結会計年度末に比べ1,537,444千円

増加いたしました。これは主に短期借入金が1,530,668千円増加したことによるものであります。固定負債は

3,326,670千円となり、前連結会計年度末に比べ251,431千円増加いたしました。これは主に長期借入金が496,438

千円増加し、社債が250,000千円減少したことによるものであります。

　この結果、負債合計は7,180,624千円となり、前連結会計年度末に比べ1,788,876千円増加いたしました。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は1,225,869千円となり、前連結会計年度末に比べ172,692千円

増加いたしました。これは親会社株主に帰属する四半期純利益182,958千円及び剰余金の配当10,372千円の計上等

によるものであります。

　この結果、自己資本比率は14.6％（前連結会計年度末は16.3％）となりました。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費は5,094千円であり、ソフトウェア事業における販売ソフト「消防く

ん」iPad版や主力商品の時期バージョンの開発など、次期成長戦略のベースとなるソフトウェアの開発活動に活

かしております。

EDINET提出書類

ビジネス・ワンホールディングス株式会社(E05325)

四半期報告書

 5/19



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,568,800

計 16,568,800

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,148,900 4,148,900
福岡証券取引所

（Q-Board）

単元株式数

100株

計 4,148,900 4,148,900 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金

増減額（千円）

資本準備金残高

（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 4,148,900 － 436,034 － －

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

 

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等） － － 　－

完全議決権株式（その他）
普通株式

4,148,900
41,489 　－

単元未満株式 － － 　－

発行済株式総数 4,148,900 －  －

総株主の議決権 － 41,489  －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人ハイビスカスによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 678,578 1,096,284

受取手形及び売掛金 114,109 98,215

販売用不動産 1,798,001 1,942,409

仕掛販売用不動産 － 1,222,989

商品及び製品 18,035 －

原材料及び貯蔵品 1,313 1,378

仮払金 34,312 26,820

営業貸付金 323,300 405,000

繰延税金資産 － 8,553

その他 51,181 68,912

貸倒引当金 △16,000 △4,498

流動資産合計 3,002,833 4,866,065

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,274,032 1,213,184

土地 1,968,272 2,152,883

その他 14,614 16,722

有形固定資産合計 3,256,920 3,382,790

無形固定資産   

のれん 124,209 97,914

その他 12,666 13,619

無形固定資産合計 136,875 111,533

投資その他の資産   

投資その他の資産 125,901 130,286

貸倒引当金 △88,228 △88,227

投資その他の資産合計 37,673 42,058

固定資産合計 3,431,469 3,536,382

繰延資産   

社債発行費 10,622 4,045

繰延資産合計 10,622 4,045

資産合計 6,444,926 8,406,494

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 48,952 40,318

短期借入金 1,469,814 3,000,483

1年内償還予定の社債 120,000 60,000

1年内返済予定の長期借入金 370,150 387,290

未払法人税等 40,694 52,762

賞与引当金 16,000 16,500

その他 250,898 296,599

流動負債合計 2,316,508 3,853,953

固定負債   

社債 350,000 100,000

長期借入金 2,572,228 3,068,666

その他 153,011 158,004

固定負債合計 3,075,239 3,326,670

負債合計 5,391,748 7,180,624
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 436,034 436,034

利益剰余金 620,653 793,239

株主資本合計 1,056,687 1,229,273

その他の包括利益累計額   

繰延ヘッジ損益 △3,509 △3,403

その他の包括利益累計額合計 △3,509 △3,403

純資産合計 1,053,177 1,225,869

負債純資産合計 6,444,926 8,406,494
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 3,645,107 4,005,619

売上原価 2,803,502 3,108,023

売上総利益 841,605 897,596

販売費及び一般管理費 552,406 599,642

営業利益 289,199 297,953

営業外収益   

受取利息 88 80

受取配当金 44 44

受取保険金 2,152 780

助成金収入 1,800 3,600

消費税等調整額 4,938 709

貸倒引当金戻入額 － 16,000

その他 1,920 9,909

営業外収益合計 10,944 31,123

営業外費用   

支払利息 57,718 68,104

社債利息 2,139 3,141

その他 4,484 10,588

営業外費用合計 64,342 81,835

経常利益 235,800 247,241

特別利益   

固定資産売却益 2,966 622

特別利益合計 2,966 622

特別損失   

固定資産除却損 121 －

貸倒引当金繰入額 21,556 －

特別損失合計 21,678 －

税金等調整前四半期純利益 217,089 247,863

法人税、住民税及び事業税 54,136 73,458

法人税等調整額 － △8,553

法人税等合計 54,136 64,905

四半期純利益 162,952 182,958

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 162,952 182,958
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 162,952 182,958

その他の包括利益   

繰延ヘッジ損益 － 105

その他の包括利益合計 － 105

四半期包括利益 162,952 183,064

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 162,952 183,064

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

　該当事項はありません。

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

　該当事項はありません。

（会計方針の変更等）

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（4）、連結会計基準第44－５項（4）及

び事業分離等会計基準第57－４（4）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

（表示方法の変更）

　該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

（四半期連結貸借対照表関係）

　　保証債務

　　下記の会社に対し、債務保証を行っております。

  
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当第３四半期連結会計期間

（平成27年12月31日）

株式会社ジェイ企画 銀行借入金 119,216千円 84,602千円

株式会社エルデック 銀行借入金 －千円 424,881千円

計 119,216千円 509,483千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 61,520千円 45,000千円

のれんの償却額 39,565千円 26,295千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

　１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月12日

取締役会
普通株式 8,297 200 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

　２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　 該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

　１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月21日

取締役会
普通株式 10,372 2.50 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

　２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月1日　至　平成26年12月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 不動産事業
マンション

管理事業
賃貸事業

ソフトウェア

事業

ファイナンス

事業
その他の事業 合計

売上高        

外部顧客への売上高 2,300,489 808,993 368,144 136,782 13,475 17,222 3,645,107

セグメント間の内部売上高又

は振替高
68,084 21,558 20,359 4,449 － 148,051 262,503

計 2,368,573 830,552 388,504 141,231 13,475 165,273 3,907,611

セグメント利益又は損失（△） 204,557 △5,188 98,892 36,965 8,931 △37,547 306,610

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

　（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 306,610

のれんの償却額 △39,565

セグメント間取引消去 △455

その他の調整額 22,609

四半期連結損益計算書の営業利益 289,199

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月1日　至　平成27年12月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 不動産事業
マンション

管理事業
賃貸事業

ソフトウェア

事業

ファイナンス

事業
その他の事業 合計

売上高        

外部顧客への売上高 2,647,664 817,788 397,416 100,704 31,262 10,782 4,005,619

セグメント間の内部売上高又

は振替高
77,111 25,539 30,939 3,744 386 156,092 293,813

計 2,724,775 843,328 428,356 104,449 31,648 166,875 4,299,433

セグメント利益又は損失（△） 220,767 △5,883 115,340 2,628 20,006 △51,968 300,891

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

　（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 300,891

のれんの償却額 △26,295

セグメント間取引消去 605

その他の調整額 22,751

四半期連結損益計算書の営業利益 297,953

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（有価証券関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（企業結合等関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 39円28銭 44円10銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
162,952 182,958

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
162,952 182,958

普通株式の期中平均株式数（株） 4,148,900 4,148,900

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

訴訟事件等について

（収受賃料等請求事件）

当社グループが行う賃貸事業につき、株式会社ピーエムジャパンと賃貸管理物件の一部譲渡の契約を締結し、

1,345戸の譲渡を受けております。それに伴い賃貸物件のオーナーへの送金資金について、平成26年３月25日及び

平成26年４月25日に同社からの支払遅延が発生いたしました。支払遅延が発生した当初から、継続的に同社に対し

請求を行ってまいりましたが、同社より誠意ある回答が得られず回収が遅延しております。回収遅延の立替金につ

いて回収可能性を検討しました結果、平成27年３月期において全額引当処理といたしました（平成27年12月31日現

在の債権額88,227千円）。

弁護士を交えた協議を受け、平成26年６月24日付で福岡地方裁判所に訴訟の提起を行い、今なお裁判手続きが続

いております。

今後確定いたします裁判の結果によりましては、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

１．当事者

　原告　株式会社ビジネス・ワン賃貸管理

　被告　株式会社ピーエムジャパン

２．訴訟の内容及び請求の趣旨

　①請求内容　　収受賃料等請求事件

　②訴訟の趣旨　被告が収受した賃料等96,191千円及び訴訟費用の被告負担並びに仮執行宣言
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月12日

ビジネス・ワンホールディングス株式会社

取締役会　御中
 

監査法人ハイビスカス

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 阿部　海輔　　印

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 堀口　佳孝　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているビジネス・ワン

ホールディングス株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成27年10月１日から平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ビジネス・ワンホールディングス株式会社及び連結子会社の平成27年

12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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